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高度急性期病院における「重症度、医療・看護必要度」

データを用いた看護要員の適正配置と傾斜配置の試み 
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１１．．ははじじめめにに  

急速に進む少子高齢化の中で、日本は 2025 年（令和７年）までに「団塊の世代」が

全て 75 歳以上となり、超高齢社会を迎える。生産年齢人口が減少する一方で、医療・

介護のニーズは増加傾向にあり、必要な人材を将来にわたって確保し続けることは容

易ではない（令和４年度厚生労働白書）。 

病院にとって、医療人材の確保は大きな課題である。その中でも、職種別で最も多

い看護職員を何人雇用すべきか、日々の病棟毎の適正な配置をシステム化できるかが

重要となる。看護師が不足していると新規入院の受け入れができないが、患者数やそ

の状態に見合わない配置が続けば、経営を圧迫することになる。したがって、看護師

の適正配置は病院の財務状況を検討するうえでも重要な課題である。 

このような看護師の配置に必要な情報は、自院を利用する患者の状態像の把握であ

り、患者の状態から看護師の業務量を推定し、これを適正配置に利用するために開発

された評価ツールとして、「看護必要度」がある。これはすでに日本の病院の 80 万床

以上で評価尺度として活用されている（筒井、2020）。 

そこで本研究では、この看護必要度を利用し、自院の入院患者の特徴を分析しなが

ら、適切な看護配置を実現するための方法を検討する。適正配置するためには、あら

かじめ業務負担が大きい部署に重点的に人員を配置すること（傾斜配置）が望ましい

が、部署ごとの人員数はある程度均等なことが多い。傾斜配置の目的は、限られた人

員を効率的に配置し、看護師の負担を減らし、患者に対するケアの質を向上させるこ

とである。 

令和６年度の診療報酬改定にて、地域における医療資源の効率的な活用の観点から、

第三次救急医療機関等が高度で専門的な知識や技術を要する患者に十分対応できるよ
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うに他の医療機関と連携し、他の医療機関で対応可能な患者を初期診療後に搬送する

ことを評価した「救急患者連携搬送料」が新設された。 

これは、高齢者の増加により、高齢者の救急患者・救急搬送、特に軽症・中等症の

患者が増加しており、単身の高齢者や要介護者の増加により退院先が決まらずに下り

搬送や退院が滞ることで「出口問題」が発生していたからとされたためである。この

下り搬送が地域圏域内で円滑にシステム化できれば、救命救急センターは本来必要な

重症な患者を受け入れることができる。また、患者にとっても身近な病院で必要な医

療を受けられる。さらに、周辺病院にとっては患者数を確保できるメリットがある。 

A 病院が限られたリソースで本来みるべき重症な患者に注力する為に、下り搬送の

推進は必要と考えられる。 

 

２２．．目目的的  

本研究の目的は、高度急性期病院である A 病院において、自院の入院患者の特徴を

分析することである。具体的には、自院の診療実績および外部環境を調査し、病棟毎

の看護必要度によって算定される重症患者の割合とその人員配置を調査する。その際、

A・B・C 項目の詳細な情報を把握し、日々の患者の状況に応じた人員配置および傾斜

配置に役立つ指標を検討する。 

以上の結果から、日常的に入手できる患者の看護必要度に関するデータを用いて、

日々の看護師の人員配置の状況をモニタリングしながら、適正配置を行うための方法

を確立することを目指した。また、この適正配置を推進するにあたり、本来 A 病院が

担うべき重篤な患者と軽症な患者を分類するために、看護必要度を用いて、下り搬送

となる対象患者を適切に抽出できる院内システムを構築することを目的とした。 

  

３３．．研研究究対対象象とと具具体体的的なな方方法法  

33--11..  研研究究対対象象  

本研究では、2023 年７月１日から 2023 年 12 月 31 日に A 病院に入院した患者の看

護必要度データおよび DPC（Diagnosis Procedure Combination）に関わるデータを収

集した。対象は、一般病棟 14 病棟（計 624 床）に入院した患者である。 

看護必要度の分析には、2023 年７月１日から 2023 年 12 月 31 日に一般病棟に在院

した患者のうち、看護必要度の評価対象となる延患者数 77,456 名を用いた。さらに、
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一般病棟に入院した患者の患者属性を調べるため、同期間に退院した患者 7,753 名の

データを使用した。 

 

33--22..  使使用用すするるデデーータタ  

DPC データから患者の基本情報（年齢、病名、入院年月日、退院年月日等）や DPC コ

ード、必要度に関するデータを使用した。 

  

33--33..  分分析析方方法法  

①A 病院の診療実績および外部環境を調査し、A 病院の役割を明確にする。 

②A 病院に入院する患者の患者像を明らかにする。 

③病棟別の看護必要度の傾向を分析し、看護必要度の割合、ABC 項目別、曜日別の特

徴を明らかにする。 

④患者分類のアルゴリズムを用いて患者をタイプ１～５に分類する1。具体的には、看

護必要度の A・B 得点を基に以下のように分類する。 

【1】タイプ１（A=０ B=０）を 10 対１ 

【2】タイプ２（どのタイプにも該当しない）を７対１ 

【3】タイプ３（A≦１ ∧ B≧３ または A≧２ ∧ B≦２）を７対１ 

【4】タイプ４（A≧２ ∧ B≧３）を４対１ 

【5】タイプ５（A≧４ ∧ B≧６）を２対１ 

タイプ３は、ある程度の医療処置が行われているが自立度の高い患者と、自立度は

低いが医療処置の少ない患者が含まれる。A 得点２点以上の群は急性期病院に存在す

る一般病棟患者群を想定する。 

⑤下り搬送患者の候補となる疾患を抽出する。具体的には、必要度の A 項目が低い疾

患かつ B 項目が高い疾患で、高齢者に多い「誤嚥性肺炎」「尿路感染症」の看護必要度

から下り搬送となる対象疾患を分析する。 

本研究の倫理的配慮として、兵庫県立大学大学院社会科学研究科研究倫理審査委員

会の承認（2024-0004 号）、および A 病院の倫理委員会の承認（R06-06 号）を得た。 

  

 
1 「一般病棟用の重症度・看護必要度に係る評価票」を用いて看護必要度 A,B の得点で患者を５つのタイプに分類。

看護師の業務量を推定し、適性配置に必要な看護人数を把握できる。 

筒井孝子、嶋森好子（2008）「マネジメントツールとしての看護必要度」第２版、中山書店, 
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４４．．結結果果  

44--11..AA 病病院院のの概概要要  

A 病院は、令和４年５月に開院した 736 床の病院である。この病院は、心臓疾患と

脳血管障害に強みを持つ循環器専門の自治体病院と、外傷に強みを持つ民間病院が統

合して設立された。統合前、自治体病院は循環器内科、心臓血管外科、神経内科など

を強みとしていたが、合併症への対応が充分でなく、救急患者の受け入れが困難な状

況であった。一方、民間病院は、ほぼ全ての診療科を標榜する総合型の病院であった

が、循環器疾患に係る医療は充分でなかった。 

これらの課題を踏まえ、高度専門・急性期医療を中心とした政策医療のうち、両病

院がこれまで担ってきた診療機能を継承・発展させること、中・西播磨医療圏域が抱

える課題を解決するため、当該圏域における中核的な医療機関を目指し、必要な診療

機能の強化が図られることを目的として A 病院は開設された。 

A 病院は、高度専門医療、救命救急医療、医療人材育成、臨床研究の４つを柱とし、

基本理念である「安心で信頼される最良の提供」を目指している。病院には、手術支

援ロボットやハイブリッド手術室、PET-CT、放射線治療機器など、高度専門医療を行

うための最先端の設備が整っている。 

病床数および届出入院料は、表 1 に示す通りである。救命救急センターは EICU・CCU

および救急病棟の２病棟からなり、合計 44 床である。術後管理を対象とした集中治療

室（GICU）は 12 床を有し、特定集中治療室管理料１を届出している。さらに、ハイケ

アユニット（HCU）は 20 床、その他の特殊病棟として緩和ケア病棟入院料１（20 床）、

精神病棟入院基本料１（16 床）があり、残りの 624 床は急性期一般入院料１を届出し

ている。 

診療実績に関しては、圏域内唯一の救命救急センターであり、救急台数は圏域内で

一番多い。また地域医療支援病院の承認も得ており地域の診療所やクリニック、一般

病院などと密接に連携し、紹介患者の受け入れや逆紹介を行っている。 
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表１：病院概要と診療実績 

  

44--22..外外部部環環境境分分析析  

二次医療圏は５市６町で構成され、圏域総人口は約 80 万人、A 病院が位置する姫路

市の高齢化率は 27.7％となっており全国平均より低い。2050 年までに医療圏域の総

人口が減少し、高齢化が進むことが示唆される。特に 75 歳以上の割合が増加するた

め、高齢者向けの医療サービスの需要が高まる（図１）。MDC 分類別にみた A 病院の

医療圏シェアは、循環器・神経・外傷の医療圏シェアが高い（表２）。 

図１：播磨姫路医療圏域将来人口推計 

出所:国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」より筆者作成 
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表１：病院概要と診療実績 

  

44--22..外外部部環環境境分分析析  

二次医療圏は５市６町で構成され、圏域総人口は約 80 万人、A 病院が位置する姫路

市の高齢化率は 27.7％となっており全国平均より低い。2050 年までに医療圏域の総

人口が減少し、高齢化が進むことが示唆される。特に 75 歳以上の割合が増加するた

め、高齢者向けの医療サービスの需要が高まる（図１）。MDC 分類別にみた A 病院の

医療圏シェアは、循環器・神経・外傷の医療圏シェアが高い（表２）。 

図１：播磨姫路医療圏域将来人口推計 

出所:国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」より筆者作成 
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表２：A 病院の播磨姫路医療圏 MDC 群別患者数およびシェア率（2022 年度） 

出所：厚生労働省 「令和４年度 DPC 導入の影響評価に係る調査」より筆者作成 

 

 

44--33..  入入院院患患者者のの基基本本属属性性おおよよびび多多疾疾患患併併存存率率  

2023 年７月から 2023 年 12 月までに退院した患者の属性を調査した（表３）。最も

多い年齢層は 70 歳以上 80 歳未満の 2,280 人（29.4%）である。次いで 80 歳以上 90 歳

未満が 1,635 人（21.1%）、60 歳以上 70 歳未満が 1,270 人（16.4%）と、高齢者層が全

体の多くを占めている。この結果、70 歳以上の高齢者が全体の 53.9%を占めることが

明らかとなった。一方で、10 歳未満の人口は 351 人（4.5%）と少なく、若年層が相対

的に少ないことが示される。 

次に、多疾患併存率について調査を行った。多疾患併存（multimorbidity）とは、

一人の患者において複数の慢性疾患が併存している状態を指す。今回の調査では、DPC

データを用い、入院時併存病名が登録されている患者を抽出し集計を行った。この際、

疑い病名はすべて削除した。入院時併存病名には最大４つの病名が登録できるため、

１つ以上の登録がある患者を多疾患併存患者として集計した。 

 結果として、60 歳以上の患者において多疾患併存率は 70％を超えており、高齢者の

多くが複数の疾患を抱えていることがわかる。特に、80 歳以上の患者では併存率が 80%

を超えており、年齢が上がるにつれて多疾患併存の割合が増加する傾向が見られた。

全体では、多疾患併存率が 71.7％であり、入院する患者の大半が多疾患併存であった。 

7 

 

表３：入院患者の年齢構成および多疾患併存率 

 

次に、多疾患併存患者の病名を調査するために、併存病名を ICD-10 でコーディング

し、MDC コードに変換した。MDC 別に集計した結果と登録数の多い病名を調べた結果を

表４・５に示す。最も多いのは循環器系疾患であり、5,084 人（35.4%）が該当。これ

には高血圧や心疾患など、高齢者に多く見られる疾患が含まれる。続いて内分泌・栄

養・代謝に関する疾患が 3,228 人（22.5%）に見られ、糖尿病や甲状腺疾患がこれに含

まれる。これらの疾患は慢性化しやすく、多疾患併存のリスクが高まる。次に多かっ

たのは消化器系疾患であり、1,884 人（13.1%）が該当し、肝臓、胆道、膵臓の疾患が

含まれる。この分析結果から、多疾患併存患者の中で循環器系疾患と内分泌・栄養・

代謝に関する疾患が特に多いことが明らかとなった。 

表４：併存病名１～４の MDC 別の登録数と割合 
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表５：併存病名１～４の MDC 別の登録数と割合 

 

44--44..  多多疾疾患患併併存存のの病病棟棟別別分分析析  

次に病棟別の多疾患併存患者の割合を調べた（表６）。高い多疾患併存率の病棟とし

ては 09E 病棟であり、多疾患併存率が 95.8%と最も高く、循環器、脳神経外科の患者

が複数の疾患を併存している。続いて 09W 病棟が 88.3%の高い併存率を示し、循環器

をメインとする病棟が、多疾患併存である事が顕著となった。一方、多疾患併存率は

低い病棟は、産婦人科の多い 06E 病棟で併存率が 51.2%であり比較的若い年齢層の患

者が多いため、多疾患併存率は他の病棟に比べて低い。整形がメインの 07E 病棟の併

存率が 53.8%であり整形外科疾患単独のケースが多い。平均年齢が高い病棟ほど多疾

患併存率も高い傾向があった。 

表６： 病棟別多疾患併存患者の割合 
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44--55..看看護護必必要要度度デデーータタをを使使っったた分分析析  

2023 年７月１日～12 月 31 日まで、一般病棟に入院した患者を対象に分析を行った。

必要度を用いた分析の為、必要度の評価対象外となる自費の患者、お産、15 歳未満、

短期滞在手術等基本料、退院日の患者を除く、延患者数 77,456 人を対象とした。 

 

44--55--11  AABBCC 項項目目別別のの看看護護必必要要度度のの割割合合  

 調査期間中の病棟別の看護必要度を表７に示す。安定して高い看護必要度を保って

いる病棟としては、06W（産婦人科）病棟が挙げられ、その平均看護必要度は 66.7%と

最も高い値を示している。11W（外科・消化器内科）病棟も全月で基準値を上回り、平

均 41.7%である。 

一方で、基準値を下回る病棟としては、08W（循環器内科・腎臓内科・眼科）病棟が

あり、全月で基準値を下回り、平均 20.8%と最も低い看護必要度を示している。また、

12W（呼吸器内科・糖尿病内科・感染症内科・歯科）などの混合病棟もほとんどの月で

基準値を下回り、平均 17.8%となっている。このデータから病棟毎で看護の業務量に

差があることがわかった。 

表７：月別・病棟別看護必要度
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次に ABC 項目毎の分析を実施した。まず A 項目について調査した（表８）。創傷処置

の割合は全体的に低く、0.5%から 24.5%の範囲であり、平均は 6.4%であった。11W 病

棟が 24.5%と突出して高い数値を示していた。呼吸ケアの割合は 4.5%から 21.2%の範

囲であり、平均は 10.5%であった。注射 3 種類以上の割合は 3.3%から 16.3%の範囲で、

平均は 7.9%であった。シリンジポンプの管理の割合は非常に低く、0%から 5.4%の範囲

で、平均は 1.1%であった。輸血や血液製剤の管理の割合は 0.3%から 5.5%の範囲で、

平均は 1.4%であった。専門的な治療処置の割合は 15.8%から 41.7%の範囲で、平均は

26.3%と他の項目に比べて高い値を示していた。救急搬送後の入院の割合は 0.1%から

1.1%の範囲で、平均は 0.7%であった。 

これらの結果から、病棟ごとに医療処置の必要性や実施状況が大きく異なることが

明らかとなった。 

表８：病棟別 A 項目詳細 
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続いて、B 項目の傾向を調査する（表９）。B 項目は「患者の状態」と「介助の実施」

を評価するものである。10E 病棟に関しては、看護必要度は低いが、B 項目の 7 項目中

6 項目で高い割合を示している。ここは主に脳疾患の患者が入院する病棟であり、患

者の ADL（Activities of Daily Living）が低く、手間のかかる患者が多いことが原

因と考えられる。07E および 07W 病棟は主に整形外科の患者が入院する病棟であり、

寝返りや衣服の着脱の項目に関して高い割合を示していた。 

以上の結果から、整形外科および脳関連の病棟において、B 項目の割合が高い傾向

が明らかとなった。これは、これらの病棟の患者が日常生活動作に多くの介助を必要

とすることを反映していた。 

表９：病棟別 B 項目詳細 

 

最後に、C 項目について調査を行った。C 項目は手術に関する評価項目であり、手術

内容によって重症と評価される日程が異なる。各病棟別の割合は表 10 に示されてい

る。診療科によって評価される項目が異なるため、その点を考慮する必要がある。 

手術の種類や内容により、各病棟での C 項目の割合に違いが見られる。これにより、

病棟ごとの手術の頻度や重症度の違いが明確になる。特に、外科病棟では C 項目の割

合が高くなる傾向がある一方で、内科病棟では低くなる傾向が見られた。 
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最後に、C 項目について調査を行った。C 項目は手術に関する評価項目であり、手術

内容によって重症と評価される日程が異なる。各病棟別の割合は表 10 に示されてい

る。診療科によって評価される項目が異なるため、その点を考慮する必要がある。 

手術の種類や内容により、各病棟での C 項目の割合に違いが見られる。これにより、

病棟ごとの手術の頻度や重症度の違いが明確になる。特に、外科病棟では C 項目の割

合が高くなる傾向がある一方で、内科病棟では低くなる傾向が見られた。 
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表 10：看護必要度Ⅱ病棟別 C 項目詳細 

 

 

44--55--22  曜曜日日別別のの看看護護必必要要度度のの割割合合  

 曜日別の看護必要度の推移について調査した（図２）。A 病院の特徴として、月曜日

から右肩上がりに看護必要度が上昇し、金曜日にピークを迎えた後、土曜日に減少す

る傾向が見られた。患者数は水曜日が一番多く、週末に向けて下がっていた。 

 

図２：曜日別患者必要度の推移 

13 

 

44--66  患患者者分分類類をを用用いいたた分分析析    

44--66--11..延延入入院院患患者者のの分分布布  

患者分類のアルゴリズムを利用して、患者をタイプ別に分類した（表 11）。A 病院

で最も多かったのはタイプ２で、33,620 人（43.4%）を占めた。タイプ３と合わせる

と、全体の 61.9%が７対１看護を要する患者となる。４対１看護を要するタイプ４は

全体の 13.1%、2 対 1 看護を要するタイプ５は全体の 2.2%であった。重症度の低い 10

対 1 看護のタイプ１は全体の 22.7%を占めている。７対１看護を要する患者が全体の

過半数を占めることから、この看護体制を維持するための人的リソースの確保が重要

である。また、重症度の高い患者が一定数存在することから、４対１および２対１看

護を提供するための高度な看護スキルと専門知識が求められる。 

 

表 11：患者分類別延入院患者数と割合 

  

  

44--66--22．．病病棟棟別別のの分分析析  

表 12 は各病棟のタイプ別割合を示したものである。軽症な患者の割合が高い病棟

としては、06W、06E、および 08W 病棟が挙げられる。06W および 06E 病棟は看護必要

度が高い病棟であるが、A 項目および B 項目の点数が低く、C 項目で基準を満たす患

者が多いことが特徴である。一方、タイプ４およびタイプ５の割合が高かったのは、

11W、07W、および 05E 病棟である。 

これらの病棟は、A 項目の得点が高い傾向にあり特に 11W の外科病棟では、ドレナ

ージ管理や注射薬３種類以上の使用が多く見られた。07W の整形外科病棟では、創傷

処置やドレナージ管理が頻繁に行われていた。 

また、05E 病棟は腫瘍血液内科および消化器内科などの内科系病棟であり、抗悪性

腫瘍剤などの専門的治療が多く、A 項目が高い傾向が見られた。 
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表 12：病棟別タイプ別割合 

 

  

44--66--33．．患患者者タタイイププ別別割割合合かからら見見たた看看護護師師のの必必要要配配置置数数  

看護師の必要配置数は、以下の手順で算出した。まず、病棟ごとの患者タイプ別割

合を計算した。次に、病棟毎の定床数に患者タイプ割合を乗じ、タイプ別の患者数を

求めた。最後に、各患者タイプの看護体制（タイプ１は 10 対１、タイプ２・３は７

対 1、タイプ４は４対１、タイプ５は２対１）に基づき、患者数を看護師数で割り戻

して配置人数を算出し、表 13 に示した。 

看護師配置を病棟別で比較すると、11W 病棟が最大 38.4 人、06W 病棟が最小 13.1

人であった。06W 病棟の看護師数が少ないのは、病床数が少ないためである。同じ 48

床の病棟で比較すると、8W 病棟が 30.5 人であり、最も多い 11W 病棟との差は 8.2 人

となっている。この結果から、必要な看護師数は病棟ごとに大きく異なっていた。 

看護師の実人数（令和５年 12 月末時点）と患者分類のアルゴリズムから算出した

必要配置数との差をシミュレーションした結果、実人数と比較して最も乖離が大きか

ったのは 06W 病棟で-11.2 人、最も乖離が少なかったのは 12W 病棟で 0.1 人であっ

た。 

最も看護師数が不足しているのは 11W 病棟であり、6.2 人の不足が確認された。

06W 病棟は産科をメインとする病棟であった。 
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表 13：看護師の必要配置人数と実人数との差 

 

 

44--77．．下下りり搬搬送送のの対対象象ととななるる疾疾患患とと看看護護必必要要度度ととのの関関係係  

 令和 6 年度の診療報酬改定において、救急医療における患者の病態に応じた効率的

な医療提供を目的とした転院搬送について議論された。その中で、75 歳以上の患者に

おいて件数の多い傷病が示された（表 14）。 

この中からコロナウイルス感染症を除いた「食物および吐物による肺炎」および「尿

路感染症」に関して、A 病院に入院する両疾患の看護必要度について調査を行った。  

調査対象は、2023 年７月１日から 12 月 31 日までの期間に一般病棟に入院した延べ

患者数 77,456 人である。 
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表 13：看護師の必要配置人数と実人数との差 
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この中からコロナウイルス感染症を除いた「食物および吐物による肺炎」および「尿
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表 14：75 歳以上の患者において件数の多い医療資源病名 

 

（厚生労働省.個別事項（その 11）救急医療について. 2023.） 

  

44--77--11..尿尿路路感感染染症症とと誤誤嚥嚥性性肺肺炎炎をを罹罹患患ししてていいたた患患者者のの看看護護必必要要度度  

  尿路感染症で入院している患者の病棟別の患者数および平均年齢、A・B 項目の平均

得点を調査した（表 15）。平均年齢は 75.6 歳であり、75 歳を超えている A 項目の平均

得点は 0.5 点と低く、B 項目の平均得点は 5.2 点と高い。看護必要度は基準値である

28％を下回り、12.5％となっていた。 

 次に、誤嚥性肺炎で入院している患者の病棟別の患者数および平均年齢、A・B 項目

の平均得点、看護必要度を調査した。平均年齢は 78.9 歳であり、高齢者が多いことが

示されている。A 項目の平均得点は 0.7 点と低いが、B 項目の平均得点は 7.6 点と高

く、ADL が低く、必要となる看護量は多いことがわかった。看護必要度は、該当患者

割合の基準値である 28％を下回り、19.9％となっていた。 
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表 15：尿路感染症と誤嚥性肺炎の看護必要度について 

 

 

 図３および図４は、入院経過日数別の A・B 項目の推移を示した。尿路感染症と誤嚥

性肺炎の両疾患は、入院初日から、A 項目が一貫して２点を下回っていた。しかし、B

項目は入院日数が経過しても高い状態を維持していた。このような経過は、両疾患に

共通して観察された。 

 

 

 

－ 121 －



商大ビジネスレビュー 2024 AUT.

16 

 

表 14：75 歳以上の患者において件数の多い医療資源病名 

 

（厚生労働省.個別事項（その 11）救急医療について. 2023.） 

  

44--77--11..尿尿路路感感染染症症とと誤誤嚥嚥性性肺肺炎炎をを罹罹患患ししてていいたた患患者者のの看看護護必必要要度度  

  尿路感染症で入院している患者の病棟別の患者数および平均年齢、A・B 項目の平均

得点を調査した（表 15）。平均年齢は 75.6 歳であり、75 歳を超えている A 項目の平均

得点は 0.5 点と低く、B 項目の平均得点は 5.2 点と高い。看護必要度は基準値である

28％を下回り、12.5％となっていた。 

 次に、誤嚥性肺炎で入院している患者の病棟別の患者数および平均年齢、A・B 項目

の平均得点、看護必要度を調査した。平均年齢は 78.9 歳であり、高齢者が多いことが

示されている。A 項目の平均得点は 0.7 点と低いが、B 項目の平均得点は 7.6 点と高

く、ADL が低く、必要となる看護量は多いことがわかった。看護必要度は、該当患者

割合の基準値である 28％を下回り、19.9％となっていた。 

 

17 
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図３：入院経過日数別の A 項目・B 項目点数の推移【尿路感染症】 

  

 

図４：入院経過日数別の A 項目・B 項目点数の推移【誤嚥性肺炎】 

  

５５．．考考察察  

55--11．．AA 病病院院のの現現状状とと課課題題ににつついいてて    

 A 病院における患者の年齢構成は急速に高齢化が進行しており、70 歳以上の高齢者

が全体の 53.9%を占めている。年齢が上昇するにつれて多疾患併存率も増加する傾向

B 項目 

A 項目 

B 項目 

A 項目 
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が見られ、特に循環器系疾患や内分泌・栄養・代謝に関する疾患が高齢者に多く見ら

れる主な疾患群となっている。この多疾患併存の実態は、医療リソースの適切な配分

において重要な情報を提供する。高齢患者の増加に伴い、現場の負担が増加している

ことが示唆されている。 

A 項目の分析結果からは、病棟ごとに医療処置の必要性や実施状況が大きく異なる

ことが明らかとなった。看護必要度は、各病棟の特性や患者の状態に基づいて医療リ

ソースを最適に配分するための重要な指標となることがわかった。また、特定の病棟

において特定の医療処置が頻繁に行われている場合、その病棟の専門性や患者の特徴

を示す指標として利用できることがわかった。 

B 項目の分析結果から、主に脳疾患の患者が多い病棟では、患者の ADL が低く、手

間がかかる。次いで整形外科の患者が入院する病棟では、寝返りや衣服の着脱の項目

に関して高い割合を示していた。 

以上の結果から、脳疾患および整形の病棟において、B 項目の割合が高い傾向が明

らかとなった。これは、これらの病棟の患者が日常生活動作に多くの介助を必要とす

ることを反映していた。 

特に、脳疾患の患者は、B 項目で評価される危険行動の割合が高く、これは認知症

やせん妄患者が多いことを示していた。この結果、看護師の負担が著しく増加してい

ることが明らかになった。 

C 項目の分析結果からは、手術の頻度や重症度に基づいて適切な看護人員の配置を

行うことで、患者に対するケアの質を向上させることができる。また、手術後の管理

やリハビリテーションの必要性を考慮した計画も重要である。 

 曜日別のデータ分析により、患者数は水曜日をピークに減少し、山なりの曲線を描

いている。これは、手術が週の前半から中盤にかけてスケジュールされ、手術後の回

復期間を考慮して、週末前に退院させることが多い為である。このような曜日別の変

動は、看護師の配置や業務計画の立案において重要な情報となる。特に、週の後半に

向けて看護必要度が高くなるため、水曜日から金曜日にかけて看護師の配置を増やす

などの対応が求められる。 

看護必要度が一貫して高い病棟には持続的な支援が求められる。例えば、外科病棟

には専門的な治療が必要であり、適切な看護体制を構築するためには、リソースの集

中配置が求められる。 

このように、高齢化に伴う多疾患併存患者の増加や曜日による患者数の変動を踏ま

えた看護体制の最適化は、A 病院にとって喫緊の課題となると考える。 
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図３：入院経過日数別の A 項目・B 項目点数の推移【尿路感染症】 

  

 

図４：入院経過日数別の A 項目・B 項目点数の推移【誤嚥性肺炎】 

  

５５．．考考察察  
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が見られ、特に循環器系疾患や内分泌・栄養・代謝に関する疾患が高齢者に多く見ら

れる主な疾患群となっている。この多疾患併存の実態は、医療リソースの適切な配分
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A 項目の分析結果からは、病棟ごとに医療処置の必要性や実施状況が大きく異なる
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において特定の医療処置が頻繁に行われている場合、その病棟の専門性や患者の特徴
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このように、高齢化に伴う多疾患併存患者の増加や曜日による患者数の変動を踏ま

えた看護体制の最適化は、A 病院にとって喫緊の課題となると考える。 
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55--22..  AA 病病院院のの看看護護師師のの適適性性配配置置のの考考ええ方方ににつついいてて  

患者分類のアルゴリズムを用いてタイプ別に分類した結果、A 病院では７対１看護

を要する患者が全体の 61.9％を占めることが明らかになった。この結果は、看護体制

の維持において人的リソースの確保が不可欠であることを示している。さらに、重症

度の高い患者が一定数存在するため、４対１および２対１看護を提供するためには、

高度な看護スキルと専門知識が求められる。 

病棟ごとに異なる看護師の必要配置数を考慮し、効率的な配置を行うことで、患者

ケアの質を向上させることが可能である。患者分類に基づく配置計画は、看護師の負

担を適正化し、患者に対する質の高いケアを提供するために不可欠である。 

今回の分析結果では、11E（外科）病棟および 07W（整形外科）病棟において、実際

の人数と理想配置数との乖離が大きいことが判明した。06W(産科)病棟は、必要度の評

価対象外であるため、看護師の必要人数が少なく算出されたと考えられる。現場の看

護師にヒアリングを行った結果、患者分類の結果とほぼ一致しており、実際に負担が

大きいと感じていることが分かった。10E 病棟についても現場から負荷が高い部署と

認識されており、特に B 項目が高い病棟ほど看護師の負担が増加していることが確認

された。 

しかし、10E 病棟は看護師の負担が大きいのにもかかわらず、看護必要度は基準値

である 28％を下回ることが常態化している。特に A 項目が低く、B 項目が高い患者が

多い場合、病院全体の看護必要度の割合を下げる上に現場の負荷が高まっていた。 

患者分類から得られた看護師らの臨床的知見は一致していたことから、看護必要度

のデータに基づいた人員配置計画は、効率的な看護体制の構築に寄与すると考えられ

た。今後、質の高いケアを提供し、看護師の業務負担を軽減するためには、データに

基づく戦略的なアプローチからの具体的な提案をしていく必要がある。 

 

55--33..  AA 病病院院ににおおけけるる「「下下りり搬搬送送」」ののシシスステテムム化化のの必必要要性性 

A 項目が低く B 項目が高い患者は、現場の負担を増大させる要因となっていた。令

和６年度の診療報酬改定では、下り搬送を円滑に進めることで、病院が機能別な運営

ができることが示されている。A 病院においても、リソースを有効活用するためには、

救急受診から３日以内に転院搬送ができる患者を的確に抽出し、これを患者の状態に

相応しい病院に搬送することで、結果として、適正な看護師配置ができることが求め

られる。 

このためには、本研究で示したように、看護必要度を使って下り搬送対象となる患

21 

 

者を統一化された基準によって判断し、「下り搬送患者リスト」を作成することが必須

となってくる。 

今回の検討で示したように看護必要度はマネジメントツールとして、多職種連携等

でも幅広く実践的に活用されている（西井、2023）ことから、A 病院における下り搬

送をシステム化する際にも利用できると考える。 

具体的には、日々評価する看護必要度の A 項目と B 項目に注目し、手術や専門的な

治療を必要としない患者、すなわち A 項目が０点もしくは１点、B 項目が高い患者を

抽出し、下り搬送対象患者とすることが考えられる。 

本研究の結果からは、「誤嚥性肺炎」や「尿路感染症」の患者が対象候補となること

が示された。そのリストを転院調整の担当部署（地域連携部）に提供し、転院搬送を

促進できることが示された。 

これまで病院は、入院によって増収を確保してきた。したがって、経営的な観点か

らは、この下り搬送に示された診療報酬点数とは見合わないという指摘もある。だが、

病棟の看護師人数の適正化や、患者側の観点からも、下り搬送によって、より自宅に

復帰しやすい環境が整備されるとするならば、大きなメリットといえる。 

ただし、この下り搬送は、病院全体としてのシステム化を推進するだけでなく、患

者の自宅に帰る力を促すことができる病院との連携が重要となる。看護必要度を用い

て対象患者を抽出すると「誤嚥性肺炎」や「尿路感染症」以外の患者も候補となる可

能性がある。このため疾病の種類を明確にするだけでなく、看護必要度の情報を用い

た連携ができる転院先を増やすことが前提となる。 

今回のアプローチにより、A 病院は重症患者の受け入れ体制が強化でき、人的リソ

ースを最適に配分することが可能となる道筋は示された。現行は、下り搬送の対象患

者を主治医や専門医に確認して決定するプロセスとなっているが、今後は、全病棟を

通じた、一定の基準を設け、疾病や看護必要度データ等から自動的に候補を抽出でき

るシステムを構築していくことが求められる。これができれば、現場の負担を軽減で

きる可能性がある。とくに事務部は、前述のシステム化に際し、看護必要度データ等

の分析結果を情報提供することで、多職種連携に寄与できると考える。 

 

６６．．結結論論  

本研究の結果から、看護師の適正配置には患者の状態や病棟の特性を的確に把握し、

効率的なリソース配分を行うことが不可欠であることが示された。 
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治療を必要としない患者、すなわち A 項目が０点もしくは１点、B 項目が高い患者を

抽出し、下り搬送対象患者とすることが考えられる。 
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復帰しやすい環境が整備されるとするならば、大きなメリットといえる。 

ただし、この下り搬送は、病院全体としてのシステム化を推進するだけでなく、患

者の自宅に帰る力を促すことができる病院との連携が重要となる。看護必要度を用い
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少子高齢化の進行に伴い、高齢者の多疾患併存が増加し、医療ニーズが一層、高ま

る中で、看護必要度を用いた適正配置は、看護師の負担軽減と患者ケアの質向上に寄

与する。また、下り搬送を事務部も含めた、全病院の多職種協働の一歩として、その

システム化を推進することは、限られた医療や看護資源を適切に配置しながら、地域

医療に貢献できると考える。 
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少子高齢化の進行に伴い、高齢者の多疾患併存が増加し、医療ニーズが一層、高ま

る中で、看護必要度を用いた適正配置は、看護師の負担軽減と患者ケアの質向上に寄

与する。また、下り搬送を事務部も含めた、全病院の多職種協働の一歩として、その

システム化を推進することは、限られた医療や看護資源を適切に配置しながら、地域

医療に貢献できると考える。 
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